
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 現金及び預金 1¶859¶131¶505 1¶859¶131¶505 `

] 未収学生納付金収入 27¶116¶300

徴収不能引当金（＊２） � 275¶734

26¶840¶566 26¶840¶566 `

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 14¶333¶593¶144 452¶373¶037 189¶468¶345 14¶596¶497¶836 3¶964¶255¶487 526¶519¶650 ` ` ` 10¶632¶242¶349

構 築 物 1¶888¶274¶524 3¶604¶356 1¶513¶494 1¶890¶365¶386 785¶397¶790 86¶434¶505 ` ` ` 1¶104¶967¶596

機 械 装 置 33¶852¶000 36¶603¶000 ` 70¶455¶000 16¶495¶432 2¶889¶616 ` ` ` 53¶959¶568

工具器具備品 457¶367¶473 73¶284¶147 32¶463¶782 498¶187¶838 352¶014¶231 30¶462¶364 ` ` ` 146¶173¶607

船 舶 2¶626¶000 ` 530¶000 2¶096¶000 2¶095¶991 ` ` ` ` 9

車 両 運 搬 具 6¶852¶675 ` ` 6¶852¶675 6¶852¶673 370¶869 ` ` ` 2

計 16¶722¶565¶816 565¶864¶540 223¶975¶621 17¶064¶454¶735 5¶127¶111¶604 646¶677¶004 ` ` ` 11¶937¶343¶131

^ その他の未収入金 72¶300¶067 72¶300¶067 `

_ 長期リース債務（＊３） (310¶352¶862) (311¶781¶460) (1¶428¶598)

` 短期リース債務（＊４） (102¶994¶574) (104¶103¶321) (1¶108¶747)

a 未払金（＊５） (1¶309¶322¶390) (1¶309¶322¶390) `
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|減損の認識に至った経緯
承継時に国際交流会館建設用地として出資された資産であり、国際交流会館建設実現に向
けた要求等を行ってきましたが、予算の確保が極めて困難な状況で建設の見込みが立たず、
将来の使用が確実に想定されないため平成19年度に減損を認識しました。

}減損額
回収可能サービス価額が帳簿価額を上回ったため、減損処理を行いませんでした。

~回収可能サービス価額の算定方法
回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しています。
正味売却価額は、相続税評価額より処分費用見込額を差し引いた額としています。

Ö 金融商品の時価等に関する状況について
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。
資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に
基づき、当事業年度中に定期預金、譲渡性預金及び公債を保有していましたが、期末日時点では
保有していません。

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

（＊２）未収入学金収入に対して計上している徴収不能引当金を控除しています。

（＊３）貸借対照表上は、固定負債の「長期未払金」に含まれています。

（＊４）貸借対照表上は、流動負債の「未払金」に含まれています。

（＊５）短期リース債務を除いたものについて示しています。

~ 金融商品の時価の算定方法

\ 現金及び預金、並びに] 未収学生納付金収入及び^ その他の未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

なお、未収入学金収入のうち回収不能見込額について、徴収不能実績率に基づいた引当金を

控除しています。

_ 長期リース債務及び` 短期リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法により算定しています。

a 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

ます。

× その他

該当事項はありません。
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